
案件名称

履行または納入場所

期間または履行期限

最低制限・調査基準価
格摘要の有無

登録種目

必要な許認可（登録）
等

その他（実績要件等）

仕様書等配布日

仕様書等配布方法

質問締切日時

質問方法

回答日

掲載方法

仕様書等に対する質問・回答

令和6年3月26日　午後5時00分必着

「質問書」をホームページよりダウンロードのうえ、必要事項を記入し事務局担当
者へ提出期限までに電子メールに添付して提出すること。

令和6年4月4日（予定）

入札書提出方法・期限等

令和6年3月14日

ホームページより別添ＰＤＦファイルをダウンロードすること。

当機構ホームページにて公開する。ただし、質問がない場合は掲載しない。

無

事後審査型制限付一般競争入札を実施します。

令和6年3月14日

地方独立行政法人大阪市博物館機構
理事長　真鍋　精志

入札案件情報

大阪市立美術館什器等の物品買入・設置業務

大阪市立美術館  (大阪市天王寺区茶臼山町１-82)

契約締結日～令和6年9月2日

無

入札参加資格

物品供給種目　11：家具

次の条件をすべて満たしていること。

(1) 会社更生法（平成14年法律第154号）に基づき更生手続開始に申立てがなされ
ている者（更生手続開始の決定を受けている者を除く。）又は民事再生法（平成11
年法律第225号）に基づき再生手続開始の申立てがなされている者（再生手続開始
の決定を受けている者を除く。）でないこと。
(2) 暴力団（暴力団員による不当な行為の防止等に関する法律第2条第1項第2号の
規定によるもの）又は暴力団の構成員、暴力団の構成員でなくなった日から5年を
経過しない者が経営、運営に関係している民間企業等でないこと。
(3) 地方独立行政法人大阪市博物館機構入札参加停止要領に基づく停止措置及び大
阪市契約関係暴力団排除措置要綱に基づく入札等除外措置を受けていないこと。
(4) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号)第167条の4の規定に該当しないもの
であること。
(5)国税並びに市町村税の未納がないこと。

仕様書等の配布

現場説明会：無



提出方法

提出書類

提出期限

提出場所

開札日時（予定）

執行場所

提出方法

※　発行後3カ月以内のものに限る。
※　参考　納税証明書について
≪国税の納税証明書≫
　取得方法については、国税庁ホームページおよび応募者の現在の住所地
（納税地）を所轄する税務署で確認すること。
・法人の場合「法人税と消費税及び地方消費税に未納の税額がないことの証
明書」（納税証明書「その 3 の 3」）
・個人の場合「申告 所得税と消費税及び地方消費税に未納の税額がないこ
との証明書」（納税証明書「その 3 の 2」）
≪市町村税の納税証明書≫
　取得方法については、納税地の市町村に確認すること。
　法人または個人（納税義務者）が納付･納入すべきすべての税目のうち､納
期の到来している税目について、未納がないことを証明すること。

提出期限

提出場所

開札

令和6年4月17日　午前9時30分

地方独立行政法人　大阪市博物館機構（大阪歴史博物館内）

令和6年4月22日　午後5時00分必着（持参は不可）

〒540-0008　大阪市中央区大手前４－１－32　（大阪歴史博物館）
地方独立行政法人大阪市博物館機構　事務局総務課　契約担当

大阪市中央区大手前４－１－32　（大阪歴史博物館）

電話 06-6940-4330　FAX 06-6940-0551　 mail  keiyaku@ocm.osaka

※事務局契約担当の業務受付時間は、平日午前９時30分から午後５時までです。

提出書類

①　入札参加資格審査申請書
②　最新の事業年度の国税並びに市町村税の納税証明書の写し

③  誓約書

必ず「一般書留」又は「簡易書留」のどちらかによる方法で、提出期限までに指定
された提出場所へ提出すること。

封筒には朱書きで「入札関係書類在中」とし、必ず「一般書留」又は「簡易書留」
のどちらかによる方法で郵送すること。
※入札書提出期限必着。
※別添「郵送用封筒について」を参照。

開札結果について

事務局担当

地方独立行政法人大阪市博物館機構　事務局総務課　契約担当

落札決定（予定）日
令和6年4月23日を予定とするが、入札参加資格の審査状況等により延期する場合が
ある。

入札参加資格審査資料提出方法・期限等

①入札書

令和6年4月16日　午後5時00分必着（持参は不可）

〒540-0008　大阪市中央区大手前４－１－32　（大阪歴史博物館）
地方独立行政法人大阪市博物館機構　事務局総務課　契約担当

全応札者に当日中に連絡し、入札経過情報をホームページに掲載する。


